
 

令和４年度の公営企業に係る資金不足比率について 

 

 

 

 

  平成１９年度に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「法」という。）」

により、地方公共団体では平成１９年度の決算から法で定められた財政指標を公表することが

義務付けられました。 

特別地方公共団体である隠岐広域連合では、この財政指標のうち法第２２条第１項の規定に

基づき当広域連合が経営する公営企業である隠岐島前病院事業及び隠岐病院事業に係る資金不

足比率を公表することが義務付けられています。 

 

 

 

 

 

 

 

            ① 流動負債 － ② 流動資産 

   資金不足比率 ＝       

                  ③ 事業の規模 

 

※事業の規模とは、（医業収益＋医業外収益の負担金交付金の決算統計上の医業収益）をいう。   

 

 

 

  令和４年度の決算に基づき、隠岐島前病院事業及び隠岐病院事業の資金不足の算定を行った

ところ、下表のとおり両病院事業とも資金の不足額が生じていないため、資金不足比率の該当

はありませんでした。 

 

会計名 
流動負債 

① (千円) 

流動資産 

② (千円) 

事業の規模 

③ (千円) 

算定結果 

(①-②)/③ 
資金不足比率 

隠岐島前病院事業

特別会計 
110,740 220,772 618,455 △17.79％ ― 

隠岐病院事業 

特別会計 
283,831 1,140,928 2,312,656 △37.06％ ― 

 (注)算定結果が負の場合は、資金不足比率はないものとみなします。 

【参考：法第２２条第１項 抜粋】 

第22条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足

比率を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

 

１ 公表の経緯 

２ 資金不足比率の算定方法 

３ 算定の結果 


